付属資料Ⅰ　不動産鑑定業者用諸規程等ひな型案
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不正な手段での取得の禁止 個人情報 義務

利用目的の本人への通知又は公表 個人情報 義務

本人から直接取得する場合は利用

目的を明示することが必要

個人情報 義務

利用目的を特定することと目的変

更の制限（注1）

個人情報 義務

目的外利用の禁止（注2） 個人情報 義務

第三者提供の制限（注3） 個人データ 義務

個人データの内容の正確性の確保 個人データ 努力義務

個人データが漏えい等しないため

の安全管理措置

個人データ 義務

従業者の監督 個人データ 義務

委託先の監督 個人データ 義務

保有個人データ 義務 第5

保有個人データ 義務 第5

個人情報 努力義務 第6

個人情報保護にかかる相談窓口の設置

保有個人データに関する事項の公表等

個

人

情

報

の

取

得

第3

個

人

情

報

の

取

扱

い

第4

保有個人データの開示・訂正等・利用停

止等の対応

―個人情報取扱チェック項目―

１．新規に鑑定事務所を開設する場合
	
	準備・確認事項

	チェック

	備考

	ガイドライン
参 照 箇 所

	１
	不要な個人情報の廃棄

	
	任意

	第２


	２
	個人データ（注1）のリストアップ

	
	任意

	第３


	３－１
	今後取得するであろう個人情報（注２）の利用目的の公表等
利用目的の公表例：（注３）
	
	必須

	第３


	３－２
	本人から個人情報を直接取得する場合の添え状の用意
添え状への記載例：（注４）
	
	
	

	４

	取引事例等事例情報について共同利用する旨の公表等（注５）
	
	必須

	第４


	
	公表等事項：
	取引事例等事例資料（個人データ）を特定の者との間で共同して利用する旨
	
	
	

	
	
	共同して利用される個人データの項目
	
	
	

	
	
	共同して利用する旨の範囲
	
	
	

	
	
	利用する者の利用目的（共同の利用目的）
	
	
	

	
	
	当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称
	
	
	

	
	共同利用の公表例：（注６）

	
	
	

	５
	個人情報保護管理者の設置等安全管理措置の整備
参考：個人情報セキュリティ実施基準
	
	必須

	第４


	６
	セキュリティーポリシーの作成
	
	任意
	第４

	７

	想定される外部委託についての委託方針の作成
	
	任意
	第４

	
	例：
	委託契約書への加筆
	
	
	

	
	
	監督体制の準備など
	
	
	

	８
	保有個人データ（注７）のリストアップ
	
	任意
	第２

	９

	保有個人データに関する事項の公表等（注８）
	
	必須
	第５

	
	
	個人情報取扱事業者の氏名又は名称
	
	
	

	
	
	すべての保有個人データの利用目的
	
	
	

	
	
	開示等の手続き
	
	
	

	
	
	苦情の申出先（窓口）
	
	
	

	
	保有個人データに関する事項の公表例：（注９）
	
	
	

	10
	個人情報にかかる相談窓口の設置
	
	任意
	第６


＊共同利用以外に、個人データの第三者提供を行うことが予定される場合には、原則として、第三者提供についての本人からの同意を得るか、オプトアウトの措置をとることが必要となります（ただし、法令に基づく場合等一定の場合は除外）。この場合には、それぞれに応じた対応が必要となります。詳細についてはガイドラインをご参照ください。
（注１）鑑定業者にある個人データ（保有個人データを除く）の例
各都道府県の不動産鑑定士協会などで閲覧して複写した事例カードなどに含まれる個人情報

（注２）鑑定業者が今後取得するであろう個人情報の例

1 個人の氏名が記載されている不動産登記簿謄本・公図・地積測量図・建物図面に含まれる特定の個人を識別できる情報

2 異動通知などの登記情報に含まれる特定の個人を識別できる情報

3 事例収集のため行ったアンケート調査表に含まれる特定の個人を識別できる情報

4 事例収集のため行ったアンケート回答表に含まれる特定の個人を識別できる情報

5 前項の回収表を基にこれを加工して作成した事例カードに含まれる特定の個人を識別できる情報

6 鑑定評価等の依頼書に含まれる特定の個人を識別できる情報

7 固定資産税課税台帳に含まれる特定の個人を識別できる情報

8 不動産売買契約書、賃貸借契約書に含まれる特定の個人を識別できる情報

9 その他鑑定評価等業務の依頼に伴い、評価の過程において入手される資料に含まれる特定の個人を識別できる情報

（注3）今後取得するであろう個人情報の利用目的の公表例


（注4）添え状への記載例


（注5）取引事例等事例情報について共同利用する旨の公表等

個人情報保護法は、第23条第4項第3号において、冒頭の表にあげた事項をあらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態におくことにより共同利用を認めている。

（注６）共同利用の公表例


（注７）鑑定業者の保有個人データの例
①鑑定評価書控を索引をつけて編纂したファイル又はその電子データファイルを構成する個人データ

②鑑定業者が保有するデータベース化された顧客リスト（メールアドレス帳等）に含まれる個人　　　データ

③鑑定業者が保有する従業員に関する情報データベースに含まれる個人データ

④会員が保有する会員録に含まれる個人データ
（注８）保有個人データの公表等
個人情報保護法第13条は、個人情報取扱業者に対して冒頭の表に挙げる事項を本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む）に置かなければならないとしている。

ここでいう本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む）とは、ウェブ画面への掲載、パンフレットの配布、本人の求めに応じて遅滞なく回答を行うこと等、本人が知ろうとすれば、知ることができる状態に置くことをいう。

（注９）保有個人データに関する事項の公表例






２．個人情報の取得・利用等にあたってのチェック項目

（注1）鑑定評価等業務に必要な個人情報であれば、｢当該鑑定評価等業務に限った利用｣を利用目的とし、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えてはならない。
（注2）本人の同意を得ずに利用目的の範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。
（注3）取引事例等の収集にあたっては、範囲を限定した共同利用として扱う旨、共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態におくことにより、会員間での提供が可能となる。共同利用の形をとらない場合は、本人の求めによる提供停止（オプトアウト）の措置をとることにより、第三者提供することができる。


鑑定業者版





本紙は、チェックリストとして作成した簡易なものであるため、実際の運用にあたっては｢不動産の鑑定評価等業務に係る個人情報保護に関する指針（ガイドライン）｣を参照し、対応に漏れのないようにしてください。





弊社が不動産鑑定評価等業務の過程において取得する各種個人情報につきましては、地価公示・地価調査ほかの公的評価及び不動産鑑定士等が行う鑑定評価等業務＊に限って、利用させていただきます。


＊「鑑定評価等業務」とは、不動産の鑑定評価並びに不動産鑑定士等の名称を用いて行う不動産の客観的価値に作用する諸要因に関しての調査・分析または不動産の利用、取引もしくは投資に関する相談に応じる業務をいう（不動産の鑑定評価に関する法律第32条の第2２項）





弊社は、取得する取引事例等に関する個人データを下記により共同利用いたします。


共同して利用する者の範囲：（社）日本不動産鑑定協会並びにその会員、又は都道府県不動産鑑定士協会に所属する会員


共同して利用される個人データの項目：物件所在地、価額、面積、取引当事者の氏名、面する道路の幅員などの個別的な、あるいは公法上の制限、所在する地域の特徴などの地域的な価格形成要因のデータ項目


利用目的：地価公示、地価調査ほかの公的評価及び不動産の鑑定評価に関する法律第2条の2に定められた鑑定評価等業務


管理責任者：社団法人○○県不動産鑑定士協会（又は社団法人日本不動産鑑定協会）





弊社の保有個人データについて以下の事項を公表いたします。


個人情報取扱事業者の氏名又は名称：株式会社○○不動産鑑定事務所


保有個人データの利用目的：鑑定評価等業務＊


＊「鑑定評価等業務」とは、不動産の鑑定評価並びに不動産鑑定士等の名称を用いて行う不動産の客観的価値に作用する諸要因に関しての調査・分析または不動産の利用、取引もしくは投資に関する相談に応じる業務をいう（不動産の鑑定評価に関する法律第32条の第2２項）


開示・訂正等・利用停止等にかかる手続き


添付の細則をご参照


苦情の申し出先：


〒０００


東京都○○区○○


株式会社○○不動産鑑定事務所


総務課　個人情報開示等受付係


認定個人情報保護団体の名称及び苦情の申し出先


現在、当社の所属する認定個人情報保護団体はありません。











従業員についての保有個人データは、従業員に対して本人の求めに応じて遅滞なく回答できるようにしておけば足りるものと考えられるため、ここには掲載していない。





あなたから提供いただきました下記資料等の個人情報につきましては、ご依頼の鑑定評価等業務＊に活用するほか、地価公示・地価調査ほかの公的評価及び他の方から依頼をうけた鑑定評価等業務に当たっての参考資料として活用させていただくことがあります。


＊「鑑定評価等業務」とは、不動産の鑑定評価並びに不動産鑑定士等の名称を用いて行う不動産の客観的価値に作用する諸要因に関しての調査・分析または不動産の利用、取引もしくは投資に関する相談に応じる業務をいう（不動産の鑑定評価に関する法律第23条の第2２項）


記


本依頼書


登記簿謄本・公図・地積測量図・建物図面


固定資産税課税台帳


‐‐‐‐‐





上記事項のうち、公表事項については、「「個人情報の保護に関する法律」に基づく公表事項（鑑定業者版（ひな型・素案）」に掲載してありますので、ご参照ください。





本紙は、チェックリストとして作成した簡易なものであるため、実際の運用にあたっては｢不動産の鑑定評価等業務に係る個人情報保護に関する指針（ガイドライン）｣を参照し、対応に漏れのないようにしてください。
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